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Ⅰ 障害程度等級表解説 

(1) 視力障害 

級別 障 害 程 度 

１級 

 

 

視力の良い方の眼の視力(万国式試視力表によって測ったものをいい、屈折異常のある者 

については、矯正視力について測ったものをいう。以下同じ)が0.01以下のもの 

 

 

２級 
１ 視力の良い方の眼の視力が0.02以上0.03以下のもの 

２ 視力の良い方の眼の視力が0.04かつ他方の眼の視力が手動弁以下のもの 

３級 
１ 視力の良い方の眼の視力が0.04以上0.07以下のもの（２級の２に該当するものを除く） 

２ 視力の良い方の眼の視力が0.08かつ他方の眼の視力が手動弁以下のもの 

４級 １ 視力の良い方の眼の視力が0.08以上0.1以下のもの（３級の２に該当するものを除く） 

５級 １ 視力の良い方の眼の視力が0.2かつ他方の眼の視力が0.02以下のもの 

６級 視力の良い方の眼の視力が0.3以上0.6以下かつ他方の眼の視力が0.02以下のもの 

７級          ― 
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解        説 （認  定  指  標） 

(1) 視力は万国式試視力表によって測ったものをいい、屈折異常のある者については、矯正視力を用いる。  

両眼の視力を別々に測定し、視力の良い方の眼の視力と他方の眼の視力とで等級表から等級を求める。等級

の換算表(表１）の横軸には視力の良い方の眼の視力、縦軸には他方の眼の視力が示してある。 

(2) 両眼を同時に使用できない複視の場合は、非優位眼の視力を０として取り扱う。例えば、両眼とも視力が 

0.6で眼筋麻痺により複視が起こっていて、日常生活で片眼を遮閉しなければならないような場合には、一眼 

の視力を０とみなし６級となる。なお、顕性の眼位ずれがあっても、両眼複視を自覚しない場合には、これに 

は該当しない。 

 

 

（表１） 

 

 

― 
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(2) 視野障害 

級別 障 害 程 度 

１級 

 

 

 

         ― 

 

 

２級 

 

ゴールドマン型視野計を用いる場合、 

３ 周辺視野角度（Ⅰ／４視標による）の総和が左右眼それぞれ80度以下かつ両眼中心視野 

角度(Ⅰ／２視標による)が28度以下のもの 

自動視野計を用いる場合、 

４ 両眼開放視認点数が70点以下かつ両眼中心視野視認点数が20点以下のもの 

 

３級 

 

ゴールドマン型視野計を用いる場合、 

３ 周辺視野角度（Ⅰ／４視標による）の総和が左右眼それぞれ80度以下かつ両眼中心視野 

角度(Ⅰ／２視標による)が56度以下のもの 

自動視野計を用いる場合、 

４ 両眼開放視認点数が70点以下かつ両眼中心視野視認点数が40点以下のもの 

 

４級 

ゴールドマン型視野計を用いる場合、 

２ 周辺視野角度（Ⅰ／４視標による）の総和が左右眼それぞれ80度以下のもの 

自動視野計を用いる場合、 

３ 両眼開放視認点数が70点以下のもの 

５級 

ゴールドマン型視野計を用いる場合、 

２ 両眼による視野の２分の１以上が欠けているもの（Ⅰ／４視標による） 

３ 両眼中心視野角度（Ⅰ／２視標による）が56度以下のもの 

自動視野計を用いる場合、 

４ 両眼開放視認点数が70点を超えかつ100点以下のもの    

５ 両眼中心視野視認点数が40点以下のもの 

６級          ― 

７級          ― 
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解        説 （認  定  指  標） 

(1) ゴールドマン型視野計を用いる場合は、「周辺視野角度（Ⅰ／４視標による）の総和が左右眼それぞ 

れ 80 度以下のもの」、「両眼中心視野角度（Ⅰ／２視標による）」を以下によって判定する。  

① Ⅰ／４ の視標による ８方向の周辺視野角度（上・内上・内・内下・下・外下・外・外上８方向 

の角度）の総和が左右眼それぞれ 80 度以下であるかどうかを判定する。８方向の周辺視野角度は 

Ⅰ／４ 視標が視認できない部分を除いて算出する。  

Ⅰ／４の視標で、周辺にも視野が存在するが中心部の視野と連続しない場合は、中心部の視野のみ 

で判定する。 

Ⅰ／４の指標で、中心 10度以内に視野が存在しない場合は、周辺視野角度の総和が 80 度以下とし 

て取り扱う。 

 ② Ⅰ／２の視標による８方向の中心視野角度の総和を左右眼それぞれ求める。８方向の中心視野 

角度はⅠ／２視標が視認できない部分を除いて算出する。さらに、次式により、両眼中心視野角 

度を計算する（小数点以下は四捨五入し、整数で表す）。 

両眼中心視野角度＝（３×中心視野角度の総和が大きい方の眼の中心視野角度の総和＋中心視野

角度の総和が小さい方の眼の中心視野角度の総和）／４                  

なお、Ⅰ／２の視標で中心 10 度以内に視野が存在しない場合は、中心視野角度の総和は０度と 

して取り扱う。 

(2) 自動視野計を用いる場合は、両眼開放視認点数及び両眼中心視野視認点数を以下の方法で判定する。 

① 視標サイズⅢによる両眼開放エスターマンテストで両眼開放視認点数が 70 点以下かどうかを判定 

する。 

② 視標サイズⅢによる 10-２プログラムで測定を行い、左右眼それぞれ感度が 26dB 以上の検査点数 

を数え中心視野視認点数を求める。dB の計算は、背景輝度 31.5asb で、視標輝度 10,000asb を０dB 

としたスケールで算定する。さらに、次式により、両眼中心視野視認点数を計算する（小数点以下は 

四捨五入し、整数で表す）。 

両眼中心視野視認点数＝（３×中心視野視認点数が多い方の眼の中心視野視認点数＋中心視野 

視認点数が少ない方の眼の中心視野視認点数）／４ 

(3)「両眼による視野の２分の１以上が欠けているもの」とは、両眼で一点を注視しつつ測定した視野 

が、生理的限界の面積の２分の１以上欠損している場合の意味である。 

① 視野の生理的限界は、左右眼それぞれに上・内上・内・内下 60 度、下 70 度、外下 80 度、 

外 95 度、外上 75 度である。 

  ② ゴールドマン型視野計を用いる場合は、左右眼それぞれに測定したⅠ／４の視標による視野表を 

重ね合わせることで、両眼による視野の面積を得る。その際、面積は厳格に計算しなくてよい。 

  ③ 自動視野計を用いる場合は、両眼開放エスターマンテストで視認点数が100点以下である。  

(4) なお、ゴールドマン型視野計又は自動視野計を用いた場合の等級判定について、表２のとおり示した 

ので参照されたい。 

           ― 

           ― 
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解        説 （認  定  指  標） 

（表２） 

 ゴールドマン型視野計 自動視野計 

Ⅰ／４視標 Ⅰ／２視標 
両眼開放エスターマン 

テスト視認点数 

10-２プログラム 

両眼中心視野視認点数 

２級 
周辺視野角度 

の総和が 

左右眼それぞれ 

80 度以下 

両眼中心視野角度 

28 度以下 

70 点以下 

20 点以下 

３級 
両眼中心視野角度 

56 度以下 
40 点以下 

４級 
 

 

５級 

両眼による視野が 

２分の１以上欠損 

 

100 点以下  

 両眼中心視野角度 

56 度以下 
 40 点以下 
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Ⅱ 診断書・意見書の作成要領 

 

身体障害者診断書においては、眼の障害は視力障害と視野障害とに区分し、原因の如何を問わずそ

れらの障害の永続する状態について、その障害を認定するために必要な事項を記載する。併せて障害

程度の認定に関する意見を付す。 

 

１ 障害名 

  障害の部位とその部分の機能障害の状態を記載する。（両眼視力障害、両眼視野障害等） 

 

２ 原因となった疾病･外傷名 

  視覚障害の原因となったいわゆる病名であり、障害の分野別に具体的な傷病名を記載する。 

（糖尿病網膜症、緑内障、加齢黄斑変性等） 

 

３ 疾病・外傷発生年月日 

傷病発生年月日の記載については、初診日でもよく、不明確な場合には推定年月日を記載する。 

 

４ 参考となる経過・現症 

  通常の診療録に記載される内容のうち、身体障害者としての障害認定の参考となる事項を摘記す

る。 

現症については、所見欄に記載された事項から必要に応じ摘記する。 

 

５ 総合所見 

傷病の発生から現状に至る経過及び現症を通じて身体障害者としての障害認定に必要な症状の固

定又は永続性の状態を記載する。 

 

６ 将来再認定 

成長期の障害、進行性病変に基づく障害、手術等により障害程度に変化が予測される場合は、将

来再認定の時期等を記載する。 

 

７ その他参考となる合併症状 

複合障害の等級について総合認定する場合に必要となるので、他の障害（当該診断書に記載事項

のないもの）についての概略を記載することが望ましい。 

 

８ 身体障害者福祉法第15条第３項の意見 

該当すると思われる障害程度等級を参考として記載する。 

なお、障害等級は市長が当該意見を参考とし、現症欄等の記載内容によって決定する。 
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９ 視覚障害の状況及び所見 

（1） 視力は、万国式試視力表又はこれと同一の原理に基づく試視力表により測定する。視標面照度

は500～1,000ルクス、視力検査室の明るさは50ルクス以上で視標面照度を上回らないこととし、

試視力表から５ｍの距離で視標を判読することによって行う。 

（2） 屈折異常のある者については、矯正視力を測定するが、この場合最良視力が得られる矯正レン

ズによって得られた視力を採用する。眼内レンズ挿入眼は裸眼と同等に扱い、屈折異常がある場

合は適正に矯正した視力を採用する。 

（3） 視野の測定には、ゴールドマン型視野計又は自動視野計を用いる。ゴールドマン型視野計で判

定する場合は、Ⅰ／４、Ⅰ／２の視標を用いる。自動視野計で判定する場合は、視標サイズⅢを

用い、両眼開放エスターマンテスト、ならびに10‐２プログラムを用いる。ゴールドマン型視野

計では中心30度内は適宜矯正レンズを使用し、30度外は矯正レンズを装用せずに測定する。自動

視野計では10‐２プログラムは適宜矯正レンズを使用し、両眼開放エスターマンテストは矯正眼

鏡を装用せずに実施する。 

（4） ゴールドマン型視野計又は自動視野計の結果は、診断書に添付する。 

（5） 現症については、前眼部、中間透光体及び眼底についての病変の有無とその状態を記載する。 

 

10 障害程度の認定について 

（1） 視覚障害は視力障害と視野障害とに区分して認定し、それら両方が身体障害者障害程度等級表

に掲げる障害に該当する場合は、身体障害認定基準の障害が重複する場合の取扱いにより、上位

等級に認定することが可能である。 

（2） 視力の判定は矯正視力によることとされているが、最良視力が得られる矯正レンズの装用が困

難な場合や両眼視の困難な複視の場合は、障害認定上の十分な配慮が必要である。 

（3） 視野の判定は、ゴールドマン型視野計又は自動視野計のどちらか一方で行うこととし、両者の

測定結果を混在させて判定することはできない。 

（4） 自動視野計を用いて測定した場合において、等級判定上信頼性のある測定が困難な場合は、ゴ

ールドマン型視野計で評価する。 

（5） 乳幼児の視覚障害の認定時期については、無眼球など器質的所見が明らかな事例は別として、

医学的に判定が可能となる年齢は、一般的には概ね満３歳時以降と考えられるので、その時期に

障害認定を行うことが適当である。ただし、視覚誘発電位（VEP）、縞視力(preferential looking

法(ＰＬ法)と grating acuity card 法(ＴＡＣ)で推定可能なものは、３歳以下で認定しても差し

支えない。 

なお、成長期の障害、進行性の障害、近い将来手術の予定される場合等については、将来再認

定の要否等について明確に記載する必要がある。 
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Ⅲ 疑 義 解 釈 

 

質  疑 回  答 

１ ２歳児で、右眼球摘出による視力０、左眼視

力測定不能（瞳孔反応正常）の場合、幼児の一

般的な正常視力（0.5～0.6）をもって左眼視力

を推定し、６級に認定することは可能か。 

 乳幼児の視力は、成長につれて発達するもので

あり、この場合の推定視力は永続するものとは考

えられず、６級として認定することは適当ではな

い。 

障害の程度を判定することが可能となる年齢

（概ね満３歳）になってから、認定を行うことが

適当と考えられる。 

（H30.4.27 障企発0427第６号 厚生労働省 

社会・援護局障害保健福祉部企画課長通知) 

 

２ 片眼の視力を全く失ったものでも、他眼の矯

正視力が0.7以上あれば視力障害には該当しな

いが、片眼の視野が全く得られないことから、

視野の１／２以上を欠くものとして視野障害と

して認定できるか。 

片眼の視力を全く失ったものでも、他眼の矯正

視力が0.7以上ある場合、視覚障害の認定の有無、

程度は、他眼の視野の状態により異なるため、通

常の流れで視野検査を行い評価する必要がある。 

（H30.4.27 障企発0427第６号 厚生労働省 

社会・援護局障害保健福祉部企画課長通知) 

 

３ 視力、視野ともに認定基準には該当しない

が、脳梗塞後遺症による両眼瞼下垂のため開眼

が困難で、実効的視力が確保できない場合はど

のように取り扱うのか。 

 

眼瞼下垂をもって視覚障害と認定することは適

当ではない。 

（H30.4.27 障企発0427第６号 厚生労働省 

社会・援護局障害保健福祉部企画課長通知) 

 

４ 外眼筋麻痺等による斜視により、両眼視が不

可能な場合は、認定基準の「両眼を同時に使用

できない複視の場合は、非優位眼の視力を０と

して取り扱う」との規定を準用し、両眼視ので

きない複視と同様に捉えて障害認定を行ってよ

いか。 

これは、眼筋麻痺等によって、片眼を遮閉しな

いと生活ができない程度の複視の場合に適用され

る。両眼視ができない場合を全て複視と同様に取

り扱うことは適当ではない。明らかな眼位の異常

があっても両眼複視を自覚しない場合にはこれら

に該当しない。 

（H30.4.27 障企発0427第６号 厚生労働省 

社会・援護局障害保健福祉部企画課長通知) 

５ 視野障害の認定について、次のような中心視

野の判断を要するような事例の判断について、 

ア 中心視野を含めた視野全体について、Ⅰ／

２の視標のみを用いて測定した結果で申請が

出ているが、どのように判断すべきか。 

 

 

 

 

 

ア 視野障害の申請には、視野図の添付が必要

である。Ⅰ／４の視標での周辺視野の測定結

果の記載も不可欠であり、Ⅰ／２の視標によ

る計測結果のみをもって判断することは適当

ではない。 
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質  疑 回  答 

イ 矯正視力が右0.7、左0.3のもので、Ⅰ／４

の視標を用いた周辺視野角度の総和が左右眼

それぞれ80度以下あるが、Ⅰ／２の視標では

視標そのものが見えず、両眼中心視野角度が

０度となる場合は、視野障害２級として認定

して差し支えないか。 

 

イ Ⅰ／４の視標による周辺視野角度の総和が

左右眼それぞれ80度以下であり、中心視野に

ついてⅠ／２の視標を用いて測定した場合の

両眼中心視野角度が０度であれば、中心視力

があっても２級として認定することが適当と

考えられる。 

（H30.4.27 障企発0427第６号 厚生労働省 

社会・援護局障害保健福祉部企画課長通知) 

 

 

６ ゴールドマン型視野計と自動視野計の両方の 

測定結果を組み合わせて判定を行ってもよい

か。 

 ゴールドマン型視野計と自動視野計の測定結果

を混在して評価に使用することはできない。それ

ぞれの視野計のみの結果を用い判定を行う必要が

ある。ただし、どちらの視野計を用いるかは診断

医の判断による。また、自動視野計において等級

判定上信頼性のある測定が困難な場合は、ゴール

ドマン型視野計で評価する。 

（H30.4.27 障企発0427第６号 厚生労働省 

社会・援護局障害保健福祉部企画課長通知) 

 

 

７ ゴールドマン型視野計のⅠ／４視標、または 

両眼開放エスターマンテストが正常範囲であっ 

ても、両眼中心視野角度または両眼中心視野視 

認点数(10-２プログラム)に異常があった場

合、等級判定を行ってよいか。 

 

 ゴールドマン型視野計ではⅠ／４視標に異常が

なくとも、Ⅰ／２視標による両眼中心視野角度が

56度以下であれば５級と判定される。自動視野計

では、両眼開放エスターマンテストに異常がなく

ても、10-２プログラムにおける両眼中心視野視認

点数が40点以下であれば５級と判定される。 

（H30.4.27 障企発0427第６号 厚生労働省 

社会・援護局障害保健福祉部企画課長通知) 

 

８ ゴールドマン型視野計で周辺視野角度の総和 

が左右眼それぞれ80度以下とは、どのように算 

出すればよいか。 

ゴールドマン型視野計を用いる場合は、Ⅰ／４

の視標による８方向の周辺視野角度の総和が左右

とも80度以下であるかどうかを判定する。その際

には８方向の周辺視野角度はⅠ／４視標が視認で

きない部分を除いて算出する。（図１） 

（H30.4.27 障企発0427第６号 厚生労働省 

社会・援護局障害保健福祉部企画課長通知) 

 

９ ゴールドマン型視野計でⅠ／２視標による８

方向の中心視野角度の総和を左右眼それぞれ求

める時、中心暗点、傍中心暗点が存在する場

  

 ８方向の中心視野角度は、Ⅰ／２視標が視認で

きない部分を除いて算出する(図２)。Ⅰ／２視標

で中心10度以内に視野が存在しない場合は、中心
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質  疑 回  答 

合、中心視野が固視点を含まずに偏心している

場合の計算はどのように行うか。 

視野角度の総和は０度として取り扱う。 

（H30.4.27 障企発0427第６号 厚生労働省 

社会・援護局障害保健福祉部企画課長通知) 

 

10 視野検査の結果は、必要事項を診断書に記載

すればよいのか。 

 ゴールドマン型視野計、自動視野計のいずれを 

用いた場合も視野図を診断書に添付する必要があ 

る。ゴールドマン型視野計を用いた視野図を添付 

する場合には、どのイソプタがⅠ／４の視標によ 

るものか、Ⅰ／２の視標によるものかを明確に区 

別できるように記載する。 

（H30.4.27 障企発0427第６号 厚生労働省 

社会・援護局障害保健福祉部企画課長通知) 

 

 （図１） 

周辺視野角度、中心視野角度の算出方法 

 周辺視野角度はⅠ／４の視標、中心視野角度は

Ⅰ／２の視標を用いる。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ８方向の経線（上・内上・内・内下・下・外下・

外・外上）とイソプタとの交点の角度を視野角度

とし、その合計を視野角度の総和とする。 

7＋7＋7＋7＋7＋8＋9＋8＝60(度) 

 

 

 

  

視野角度の総 和の算出方法   
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質  疑 回  答 

 （図２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中心暗点が存在する場合は、各経線とイソプタと

の交点の角度から、暗点と重なる部分の角度を差

し引いて視野角度とし、その合計を視野角度の総

和とする。 

(10－3)＋(11－3)＋(12－3)＋(11－3)＋(10－3)＋

(10－3)＋(10－3)＋(10－3)＝60（度） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

傍中心暗点が存在する場合は、各経線とイソプタ

との交点の角度から、暗点と重なる部分の角度を

差し引いて視野角度とし、その合計を視野角度の

総和とする。 

7＋7＋7＋7＋7＋(8－5)＋(9－3)＋8＝52(度) 

 

  

傍 中心暗点が存在する場合   

  

中心暗点が存在する場合   
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質  疑 回  答 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イソプタが、固視点を含まずに偏心している場

合、イソプタが経線と重なる部分を視野角度と

し、その合計を視野角度の総和とする。 

0＋0＋0＋0＋0＋5＋6＋6＝17(度) 

（H30.4.27 障企発0427第６号 厚生労働省 

社会・援護局障害保健福祉部企画課長通知) 

 

 

 

 
 

 
 

  

固視点を含まずに偏心している場合   
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 Ⅳ 診断書・意見書記載上の留意点 

                                   

身体障害者診断書・意見書 (視覚障害用) 

氏 名    年  月  日生(  ）歳 男 ・ 女 

住 所 
 

 

 

１ 障害名（部位も明記） 
 

２ 
原因となった 

疾病・外傷名  
交通、労災、その他の事故、戦傷、戦災、 

自然災害、疾病、先天性、その他（    ） 

３ 疾病・外傷発生年月日   年   月  日 ・場所   

４ 参考となる経過・現症（エックス線写真及び検査所見を含む。） 

 

 

  

 

 

 
  障害固定又は障害確定(推定)    年  月  日 

５ 総合所見  

 

 

 

 

 

 

 

６ 将来再認定（障害程度の変化の見込み）              要（時期   年   月）・ 不 要 

７ その他参考となる合併症状 

 
 

 

 上記のとおり診断する。併せて以下の意見を付す。 

    年  月  日  

  病院又は診療所の名称   

  所 在 地  

  診療担当科名  科 医師氏名  ○印  

 身体障害者福祉法第１５条第３項の意見 （障害程度等級についても参考意見を記入すること。） 

 障害の程度は、身体障害者福祉法別表に掲げる障害に 

  ・該当する。 （  級相当）  

  ・該当しない。  

 障害区分がある場合は、その区分及び等級 

  （視力障害   級 、 視野障害   級） 

（注） 

１ 障害名欄には現在起っている障害（両眼視力障害、両耳ろう、右上下肢麻痺、心臓機能障害等）を記入してくだ

さい。 

２ 原因となった疾病・外傷名欄には、緑内障、先天性難聴、脳卒中、僧帽弁膜狭窄等原因となった疾患名を記入し

てください。 

３ 障害区分や等級決定のため、静岡市健康福祉審議会から改めて別紙1から別紙13までについて、問い合せする場

合があります。 

視力障害・視野障害と記載する。 

原因疾患は正確に記載する。 

経過及び現症は、障害認定のうえで参考となる事項を詳細に記載する。 

経過及び現症からみて、障害認定に必要な事項を記載する。 

視力障害・視野障害を区分した参考意見等級を記載する。 

視力障害・視野障害を合算した参考意見等級を記載する。 

成長期の障害、進行性の障害、近い将来手術の予定される場合等については、 

将来再認定の要否等について明確に記載する。 

該当する項目に○印を

付ける。 

静岡市 
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別紙１ 

視覚障害の状況及び所見 

 １ 視力 
 

 

 

 

 
 

２ 視野 

     ゴールドマン型視野計 

（１）周辺視野の評価（Ⅰ／４） 

①両眼の視野が中心10度以内 

 上 内上 内 内下 下 外下 外 外上 合計   

右          度 （≦80） 

左          度 （≦80） 

②両眼による視野が２分の１以上欠損 （はい・いいえ）    

    （２）中心視野の評価（Ⅰ／２） 

 上 内上 内 内下 下 外下 外 外上 合計   

右         ① 度  

左         ② 度  
 

 （①と②のうち大きい方）  （①と②のうち小さい方）   

両眼中心      

視野角度（Ⅰ／２） 
（  ×３ ＋  ）／４ ＝  度  

又は 

   自動視野計 

（１）周辺視野の評価 

両眼開放エスターマンテスト 両眼開放視認点数 
 点 

 

    

 

 

 

       （③と④のうち大きい方）  （③と④のうち小さい方）   

両眼中心視野 

視認点数 
（  ×３ ＋  ）／４ ＝  点  

 

３ 現症 

 右 左 

前眼部   

中間透光体   

眼底   

 裸眼視力 矯正視力 

右眼   ×    Ｄ  
（ 

 

）
cyl       Ｄ  Ax    ° 

左眼   ×    Ｄ  
（ 

 

）

cyl       Ｄ  Ax    ° 

（２）中心視野の評価（10－２プログラム） 

 右 ③ 点 （≧26 ） 

 左 ④ 点 （≧26 ） 

８方向の中心視野角度をそれぞれ記載する。 

Ⅰ／４視標にて２分の１以上の欠損の有無をはい・いいえで記載する。 

計算式にあてはめ両眼中心視野角度を算出し記載する。 

両眼開放エスターマンテスト視認点数を記載する。 

左右眼それぞれの 10－２プログラムでの点数を記載する。 

計算式にあてはめ両眼中心視野視認点数を算出し記載する。 

８方向の周辺視野角度をそれぞれ記載する。 

現症についてそれぞれの項目を記載する。 
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視
野
コ
ピ
ー
貼
付 

（注）ゴールドマン型視野計を用いた視野図を添付する場合には、どのイソプタがⅠ／４の視標によるも

のか、Ⅰ／２の視標によるものかを明確に区別できるように記載すること。 

＜ゴールドマン型視野計を使用した場合＞ 

どのイソプタがⅠ／４の視標によるものか、Ⅰ／２の視標による

ものかを明確に区別できるように記載した視野表を添付する。 

 

＜自動視野計を使用した場合＞ 

判定に必要な両眼開放エスターマンテストの結果及び 10－２

プログラムの結果を添付する。 



 

Ⅴ 参考資料 



事 務 連 絡 

 平成 30 年４ 月 27 日 

都道府県 

各  指定都市 障害保健福祉主管課 御中 

中 核 市 

厚生労働省社会・ 援護局障害保健福祉部企画課  

視覚障害の認定基準の見直しに係る周知について 

平素より障害保健福祉行政の推進に御尽力いただき厚く 御礼申しあげます。  

平成３ ０年７ 月より視覚障害の認定基準の見直すこととしており、 円滑な施

行のためには見直し内容を周知することが重要と考えております。  

今般、 リーフレット の雛形を作成しましたので適宜御活用いただき、 見直し

内容の周知徹底について、 御協力いただきますようお願い申し上げます。  

また、「 公益財団法人日本眼科学会 視覚障害者との共生委員会」「 公益社団

法人日本眼科医会 身体障害認定基準に関する委員会」 との合同委員会におい

て「 視覚障害認定基準の手引き」 が作成されましたので、 併せて適切な認定事

務を行うためにご活用下さい。  

厚生労働省社会・ 援護局障害保健福祉部

企画課人材養成・ 障害認定係 

電話  03－5253－1111（ 内3029）

Ｆ ＡＸ   03－3502－0892 



平成30年4月27日 

     「 公益財団法人日本眼科学会 

 視覚障害者との共生委員会」  

「 公益社団法人日本眼科医会 

  身体障害認定基準に関する委員会」  

との合同委員会 

お知らせ 

 今般、厚生労働省から「 身体障害者福祉法施行規則等の一部を改正する省令」

が公布されました。  

これまで、 平成22年度から「 公益財団法人日本眼科学会 視覚障害者との共

生委員会・ 公益社団法人日本眼科医会 身体障害認定基準に関する委員会との

合同委員会」（ 以下、 合同委員会） において計 12 回の委員会を開催して、 視覚

障害認定基準の改定に関して医学的見地から慎重に検討を重ねてまいりました。

平成28年8月に「 合同委員会」 で「 視覚障害認定基準の改定に関する取りまと

め報告書」 を作成し、 厚生労働省に提出いたしました。  

 この報告書を基に、 厚生労働省で平成29年1月に「 視覚障害認定基準に関す

る検討会」 が設置され、1年間かけて計5回の検討会が開催され、見直しが行わ

れました。 その検討結果がまとめられ、 パブリックコメント を経て、 本年 4 月

27 日に厚生労働省から公布されました。 本年7 月1 日から実施の運びとされて

いますので、 ご承知おきく ださい。  

 なお、 今回の改正に関する眼科医向けの「 視覚障害認定基準の手引き」 を合

同委員会で作成しましたので、 視覚障害認定に当たり、 ご活用く ださいますよ

うにお知らせいたします。  
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  視覚障害認定基準の手引き 

 

Ⅰ．身体障害者の定義 

 

障害者福祉法によれば、身体障害者の定義は 

（身体障害者） 

第四条 この法律において、「身体障害者」とは、別表に掲げる身体上の障害が

ある十八歳以上の者であつて、都道府県知事から身体障害者手帳の交付を受け

たものをいう。 

 

別 表（第四条、第十五条、第十六条関係） 

一 次に掲げる視覚障害で、永続するもの 

１ 両眼の視力（万国式試視力表によつて測つたものをいい、屈折異常がある者 

については、矯正視力について測つたものをいう。以下同じ。）がそれぞれ 

〇.一以下のもの 

２ 一眼の視力が〇.〇二以下、他眼の視力が〇.六以下のもの 

３ 両眼の視野がそれぞれ十度以内のもの 

４ 両眼による視野の二分の一以上が欠けているもの 

 

上記「別表」に掲げられた視覚障害で、永続するものは、身体障害者手帳の

交付を受けることができる。 

今回の改定では、この「別表」の視覚障害の範囲は変更せずに、視覚障害の 

認定基準に関して、現状に即した変更が行われた。 

 

Ⅱ．主な改正点 

１．視力障害について 
（１）視力について 

現行の視力障害は、「両眼の視力の和」で認定されることとなっているが、 

日常生活は両眼開放で行っていることから、視力の認定も両眼の視力の和でな

く、良い方または両眼視力で判定することが望ましい。しかし、日常の眼科診

療では、通常片眼ずつの視力を測定しているので、「視力の良い方の眼の視

力」で認定することとなった。 

視力障害の各等級の境界値については、客観性・公平性を基本とし、0.3 未

満の視力について「logMAR 値」の 0.6～1.7 の範囲を 12 段階に細分化し、3段

階ずつ 2～5 級の各障害等級に割り当て、その結果を日常診療で用いられてい

る小数視力に換算したものにより設定した。なお、小数視力 0.25 は視力表に
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ないので、logMAR 値 0.6 は小数視力 0.2 とする。 
その例外として、視力の良い方の眼の視力が 0.04 かつ他方の視力が手動弁以

下の場合と、視力の良い方の眼の視力が 0.08 かつ他方の視力が手動弁以下の場

合が、現行の両眼の視力の和で認定した等級より等級が下がってしまう。そこで、

日常生活の困難度という観点から等級を下げるべき強い根拠が現時点であるわ

けではないことを踏まえ、新規認定分も含め現行の等級を維持することにした。

すなわち、次に示す障害程度等級表 改正の「2級の２」及び「3級の２」に該

当するものである（表１・表２）。 

 

「身体障害者福祉法施行規則別表第５号」改正（視力障害抜粋） 

表１ 障害程度等級表 現行 

級別 視 覚 障 害 

1 級 両眼の視力（万国式試視力表によって測ったものをいい、屈折異常のある者について

は、きょう正視力について測ったものをいう。以下同じ。）の和が 0.01 以下のもの 

2 級 1 両眼の視力の和が 0.02 以上 0.04 以下のもの 

3 級 1 両眼の視力の和が 0.05 以上 0.08 以下のもの 

４級 1 両眼の視力の和が 0.09 以上 0.12 以下のもの  

5 級 1 両眼の視力の和が 0.13 以上 0.2 以下のもの  

6 級 一眼の視力が 0.02 以下、他眼の視力が 0.6 以下のもので、両眼の視力の和が 0.2 を超

えるもの 

 

 表 2 障害程度等級表 改正  

級別 視 覚 障 害 

1 級 視力の良い方の眼の視力（万国式試視力表によって測ったものをいい、屈折異常のある

者については、矯正視力について測ったものをいう。以下同じ。）が 0.01 以下のもの 

2 級 1 視力の良い方の眼の視力が 0.02 以上 0.03 以下のもの 

2 視力の良い方の眼の視力が 0.04 かつ他方の眼の視力が手動弁以下のもの 

3 級 1 視力の良い方の眼の視力が 0.04 以上 0.07 以下のもの（2 級の 2 に該当するものを

除く。） 

2 視力の良い方の眼の視力が 0.08 かつ他方の眼の視力が手動弁以下のもの 

4 級 1 視力の良い方の眼の視力が 0.08 以上 0.1 以下のもの（3級の 2に該当するものを除

く。） 

5 級 1 視力の良い方の眼の視力が 0.2 かつ他方の眼の視力が 0.02 以下のもの 

6 級 視力の良い方の眼の視力が 0.3 以上 0.6 以下かつ他方の眼の視力が 0.02 以下のもの 
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（２）解説・留意点など 

１）等級 

1 級：視力の良い方の眼の視力が 0.01 以下のものである。現行では、両眼とも

0.01、片眼が指数、両眼が指数の場合には 2級であった。 

2 級：視力の良い方の眼の視力が 0.02 以上 0.03 以下のものである。但し、視力

の良い方の眼の視力が 0.04 の場合、他方の視力が手動弁あるいは 0のと

きも 2級である(障害程度等級表 2級の２)。 

3 級：視力の良い方の眼の視力が 0.0４以上 0.0７以下のものである。但し、視

力の良い方の眼の視力が 0.04 で、他方の視力が手動弁あるいは 0の場合

は 2級であるから３級とならない。 

4 級：視力の良い方の眼の視力が 0.0８以上 0.１以下のものである。但し、視力

の良い方の眼の視力が 0.0８で、他方の視力が手動弁あるいは 0 の場合

(障害程度等級表３級の２)は３級であるから４級とはならない。 

両眼とも 0.1 の場合、現行では５級であったが、４級となることに留意す

る。 

また、視力 0.15 は、従来から 0.1 として扱っているので、視力の良い方

の眼の視力 0.15 は 4 級である。 

５級：視力の良い方の眼の視力が 0.2 かつ他方の眼の視力が 0.02 以下のもので

ある。 

６級：視力の良い方の眼の視力が 0.3 以上 0.6 以下かつ他方の眼の視力が 0.02

以下のものである。 

現行の５級は、身体障害者の範囲が、別表一の１、両眼の視力がそれぞれ 0.1

以下のものであったが、改正では、別表一の２、一眼の視力が 0.02 以下、他眼

の視力が 0.6 以下のものの内、0.2 以下のものが 5級になり、0.3 以上 0.6 以下

のものが 6級になった。 

 

２）視力の判定基準 

視力の判定基準は、すべての視標がランドルト環からなる標準視力検査装置

では、50％より高い正答数を持ってその段の視力ありと判定する。たとえば 5個

の視標があれば 3個以上の正答が必要である。準標準視力検査装置では、1視標

では 1 正答、2 視標では２正答、3 視標では 3 正答、4 視標では 3 正答、5 視標

では 4正答をもってその段の視力ありと判定する。 

 

 

 



4 

 

表３ 現行と改正後との等級の比較 

 
 

 

表４ 改正後の換算表 

 

上段　
下段　

0.1
0.2
4

0.09
0.18
4

0.19
4

0.08
0.16
4

0.17
4

0.18
4

0.07
0.14
3

0.15
4

0.16
4

0.17
4

0.06
0.12
3

0.13
3

0.14
4

0.15
4

0.16
4

0.05
0.1
3

0.11
3

0.12
3

0.13
4

0.14
4

0.15
4

0.04
0.08
3

0.09
3

0.1
3

0.11
3

0.12
4

0.13
4

0.14
4

0.03
0.06
2

0.07
3

0.08
3

0.09
3

0.1
3

0.11
4

0.12
4

0.13
4

0.02
0.04
2

0.05
2

0.06
3

0.07
3

0.08
3

0.09
3

0.1
4

0.11
4

0.12
4

0.22
5

0.32
6

0.42
6

0.52
6

0.62
6

0.01
0.02
1

0.03
2

0.04
2

0.05
3

0.06
3

0.07
3

0.08
3

0.09
4

0.1
4

0.11
4

0.21
5

0.31
6

0.41
6

0.51
6

0.61
6

0～手動弁
0
1

0.01
1

0.02
2

0.03
2

0.04
2

0.05
3

0.06
3

0.07
3

0.08
3

0.09
4

0.1
4

0.2
5

0.3
6

0.4
6

0.5
6

0.6
6

0 0.01 0.02 0.03 0.04 0.05 0.06 0.07 0.08 0.09 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6

視力の良い方の眼の視力

視力の和（参考）
等級

他
方
の
眼
の
視
力

0.03以上 2 3 3 3 3 4 4 4

0.02 2 2 3 3 3 3 4 4 4 5 6 6 6 6

指数弁～0.01 1 2 2 3 3 3 3 4 4 4 5 6 6 6 6

0～手動弁 1 2 2 2 3 3 3 3 4 4 5 6 6 6 6

0.01以下 0.02 0.03 0.04 0.05 0.06 0.07 0.08 0.09 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6

視力の良い方の眼の視力　　　　　　　　

＊横軸が視力の良い方の眼の視力、縦軸が他方の眼の視力をとり、枠内が等級を示す。

他
方
の
眼
の
視
力

枠内等級
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２．視野障害 

（１）視野障害等級判定 

視野等級判定は、ゴールドマン型視野計または自動視野計のどちらか一方を

用い、下記等級判定表（表５）に従って行う。ただし、両者の測定結果を混在さ

せて判定することはできない。 

 

（表５）視野障害の等級判定表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ゴールドマン型視野計、自動視野計いずれも視野図を診断書に添付する。そ

の際に、ゴールドマン型視野計の場合は、どのイソプタが I/4 視標によるもの

か、I/2 視標によるものかを明確に区別できるように記載する。 

 

（２）ゴールドマン型視野計を用いる場合 

周辺視野評価には I/4 視標、中心視野評価には I/2 視標を用いる。中心 30 度

内は適宜矯正レンズを使用し、30 度外は矯正レンズを装用せずに測定する。 

１）周辺視野角度の総和が左右眼それぞれ 80 度以下（I/4 視標）【改変あり】 

従来の『左右眼とも I/4 視標の視野が 10 度以内である』からの改変 

周辺視野角度（I/4 視標による上・内上・内・内下・下・外下、外、外上 8方

向それぞれの角度）の総和が左右眼それぞれ 80 度以下である。（注１）（図１） 

また、周辺視野角度の算出では、さらに以下の基準が追加されている。 

a) 周辺視野角度は、I/4 視標が視認できない部分を除いて算出する。（注２）（図

１b, １c, １d） 

b) 周辺視野角度の総和は、I/4 視標にて中心 10 度以内に視野が存在しない場合 

は 0度とする。（注３） 
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c) I/4 視標にて周辺にも視野が存在するが、中心部の視野と連続していない場 

合、中心部の視野のみで評価する（注４）（図２a, 2b）。 

 

注１.求心性視野狭窄の偏心への対応。一部の周辺視野角度が10度を超えても、  

周辺視野角度の総和が 80 度以下ならば 10 度以内とみなす。 

注２.傍中心暗点など視標が見えない部分への対応 

注３.中心暗点への対応 

注４.輪状暗点、周辺残存視野に対する対応 

 

２）両眼による視野が２分の１以上欠損（I/4 視標）【改変なし】 

両眼で一点を注視しつつ測定した視野が、生理的限界（注５）の面積の 2分の

１以上欠損している。左右眼それぞれに測定したⅠ/4 の視標による視野表を重

ね合わせることで、両眼による視野の面積を得る。その際、面積は厳格に計算し

なくてもよい。 

 

注５.左右眼それぞれ上・内上・内・内下 60 度、下 70 度、外下 80 度、外 95 度、

外上 75 度である。 

 

３）両眼中心視野角度（I/2 視標）【改変あり】 

従来の視能率、損失率から変更され、560 度で割らずに実測角度をそのまま 

表示する。 

中心視野角度（I/2 視標による上・内上・内・内下・下・外下、外、外上 8方

向それぞれの角度）の総和を左右眼それぞれ求める。（図１） 

また、中心視野角度の算出では、さらに以下の基準が追加されている。 

a) 中心視野角度は、I/2 視標が視認できない部分を除いて算出する。（注６）（図

１b, 1c, 1d） 

b) 中心視野角度の総和は、I/2 視標にて中心 10 度以内に視野が存在しない場合

は 0度とする。（注７） 

 

次に下記計算式にて両眼中心視野角度を算出する。（小数点以下は四捨五入） 

両眼中心視野角度 = 

（3×中心視野角度が大きい方の眼の中心視野角度＋中心視野角度が小さい方

の眼の中心視野角度）/4 

注６．傍中心暗点など視標が見えない部分への対応 

注７．中心暗点への対応 
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（２）自動視野計を用いる場合【新規】 

周辺視野の評価には両眼開放エスターマンテスト（図 3）、中心視野の評価、

には 10-2 プログラム（図 4）を用いる。視標サイズⅢ、背景輝度 31.4 asb で測

定し、dB 値の計算は視標輝度 10000 asb を 0 dB としたスケールで算定する。

10-2 プログラムは適宜矯正レンズを使用し、両眼開放エスタ－マンテストは矯

正眼鏡を装用せずに実施する。 

 

１）両眼開放エスターマンテスト視認点数 

両眼開放エスターマンテストにて 120 点測定し、視認点数を数える。 

２）10-2 プログラム、両眼中心視野視認点数 

左右眼それぞれの中心視野視認点数（10-2 プログラムで感度が 26 dB 以上の

測定点数）を求め、次に下記計算式にて両眼中心視野視認点数を算出する。（小

数点以下は四捨五入） 

両眼中心視野視認点数 = 

（3×中心視野視認点数が多い方の眼の中心視野視認点数＋中心視野視認点数

が少ない方の眼の中心視野視認点数）/4 

 自動視野計を用いて測定した場合において、等級判定上信頼性のある測定が

困難な場合は、ゴールドマン型視野計で評価する。 

 

（３）用語の解説 

１）ゴールドマン型視野計 

周辺視野角度：I/4 視標による上・内上・内・内下・下・外下、外、外上 8 

方向それぞれの角度 

中心視野角度：I/2 視標による上・内上・内・内下・下・外下、外、外上 8 

方向それぞれの角度 

両眼中心視野角度：（3×中心視野角度が大きい方の眼の中心視野角度＋ 

         中心視野角度が小さい方の眼の中心視野角度）/4 

 

２）自動視野計 

両眼開放エスターマンテスト視認点数： 

両眼開放エスターマンテストにて見えた測定点数 

中心視野視認点数：10-2 プログラムで感度が 26 dB 以上の測定点数 

両眼中心視野視認点数： 

（3×中心視野視認点数が多い方の眼の中心視野視認点数＋ 

中心視野視認点数が少ない方の眼の中心視野視認点数）/4 
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図１ 周辺視野角度、中心視野角度の求め方 

 

図１a：視野角度の総和の算出方法 

８方向の経線（上・内上・内・内下・下・

外下、外、外上）とイソプタとの交点の角

度を視野角度とし、その合計を視野角度の

総和とする。 

7+7+7+7+7+8+9+8=60(度) 

 

 

図１c：傍中心暗点が存在する場合 

 

傍中心暗点が存在する場合は、各経線とイ

ソプタとの交点の角度から、暗点と重なる

部分の角度を差し引いて視野角度とし、そ

の合計を視野角度の総和とする。 

7+7+7+7+7+(8-5)+(9-3)+8=52(度) 

図１b：中心暗点が存在する場合 

中心暗点が存在する場合は、各経線とイソ

プタとの交点の角度から、暗点と重なる部

分の角度を差し引いて視野角度とし、その

合計を視野角度の総和とする。  

(10-3)+(11-3)+(12-3)+(11-3)+ 

(10-3)+(10-3)+(10-3)+(10-3)=60(度) 

 

図１d：固視点を含まず偏心している場合 

 

イソプタが、固視点を含まずに偏心してい

る場合、イソプタが経線と重なる部分を視

野角度とし、その合計を視野角度の総和と

する。 

0+0+0+0+0+5+6+6=17(度) 



9 

 

図２ 

I/4 視標にて周辺にも視野が存在するが、中心部の視野と連続していない場合、

中心部の視野のみで評価する。 

 

図２a 

 

図２ｂ 

実例 
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図３ 

両眼開放エスターマンテストならびに 10-2 プログラムの測定点配置 
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